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資料６

人口の現状分析と将来展望のパターン比較 

１．人口の現状分析 

（１）胎内市の人口の推移 

①総人口の推移と将来推計【全体像の把握】 

○1920 年から現在および将来にかけての本市の人口は以下のように推移している。 

・第二次世界大戦の終戦直後に大きく人口が増加している。 

・その後は、設備投資主導型と言われる第一次高度成長期（～1964 年）まで緩やかに人口の増

加が続き、3.6 万人前後で安定状態に入っている。ピークは 36,480 人（1975 年）である。

・バブル崩壊（1991～3 年）後には人口の減少が始まり、2005 年以降は減少が加速している。

・国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」）が実施している「日本の地域別将来推計人

口」によれば、今後もこのような傾向が続くことが予想される。 

・2010 年から 2040 年にかけての推計人口減少率は 32.4%である。全国的には 2010 年か

ら 2040 年には 1.28 億人から 1.07 億人へ約 16%（0.21 億人減少）の減少が見込まれてい

る中で、減少率は全国平均を上回っている。 

 

■ 総人口の推移と将来推計（国勢調査および日本の地域別将来推計人口） 
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②年齢３区分人口の推移と将来推計 → 人口減少の段階の分析 

○年齢３区分人口 

・年少人口比率は 1955 年以前から、生産年齢人口比率は 1970 年以降減少を続ける中、老年

人口の比率（高齢化率）が増加を続けており、2010 年現在約 29%となっている。 

・高齢化率は今後も増加を続け、生産年齢人口 1 人あたり老年人口 1 人を支える状況に近づいて

いくと推計されている。 

・また、生産年齢人口の推計減少率は 44.1%、年少人口は 49.3%となっており、各種産業にお

ける労働者・後継者不足、小中学校の生徒数の減少などが今後の検討課題になると考えられる。

○人口減少の段階 

・人口が大きく減少を始めた 2000 年を 100 として年齢３区分人口の推移を見てみると、本市

は現在人口減少の第１段階であり、老年人口が横ばい～微減に変化する 2020 年頃に第２段階

に進むと推察される。 

 

■ 総人口および年齢３区分別人口（国勢調査および日本の地域別将来推計人口） 
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■ 人口減少段階の分析（2000 年を 100 とした指数）（国勢調査および日本の地域別将来推計人口） 

 

 

■ 推計減少率（国勢調査および日本の地域別将来推計人口をもとに作成） 
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第１段階 第２段階 第３段階

 2010 年 2040 年 推計増減率

総人口 

 
31,300 21,147 △32.4％ 

老年人口 

（65 歳以上） 
8,971 8,867 △1.2％ 

生産年齢人口 

（15 歳～64 歳） 
18,518 10,347 △44.1％ 

年少人口 

（0 歳～14 歳） 
3,811 1,933 △49.3％ 
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（２）人口変動の三要素の推移 

①出生数、死亡数、移動数（転入数および転出数） 

○人口減少の要因となる出生数、死亡数、移動数は以下のような傾向となっている。 

・出生数は減少傾向にある一方、高齢者人口の増加とともに死亡数が増加している（自然減の増

加傾向）。 

・移動数は転入数・転出数ともに減少を続けており、年によって変動は多少の変動はあるものの

社会増減は一定程度で推移している（社会減の安定傾向）。 

・自然減が増えており、近年は自然減の影響が強まっている 

 

■ 出生数、死亡数、転入数、転出数の推移（人口動態調査） 

 
■ 自然増減・社会増減の推移（人口動態調査） 
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②出生数および出生率 

○合計特殊出生率 

・合計特殊出生率は、1983～1987 年時点（合併前）では 2 を超えていたが、現在は 1.5 を割

るまでに低下している。 

・その数値は、新潟県および全国よりも高いが、近年は差が縮まりつつある。 

・女性の年齢別に見てみると、新潟県および全国と比べて 20 代の出生率が高い点が本市の特徴

である。ただし直近では減少傾向にあり、新潟県や全国と比べて 30 代の出産の伸びが小さい。

○出生数 

・出生数は大きく減少を続けている。 

・出生数の減少幅は合計特殊出生率の低下を上回っており、出産年齢に該当する女性の人口減少

も出生数低下の要因となっている様子がうかがえる。 

 

■ 出生数および合計特殊出生率（人口動態保健所・市町村別統計） 

 

 

■ 年齢別出生率（女性人口千対）（人口動態保健所・市町村別統計） 
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③移動数 

・胎内市は大学がないため「10～14 歳⇒15～19 歳」「15～19 歳⇒20～24 歳」の転出が著

しく、大学卒業後の「20～24 歳⇒25～29 歳」に一定程度戻ってくる動きはあるものの（＊）、

1990 年以降戻り幅が縮小している。 

・それ以降は僅かに転出超過が続き、子育てが一段落したと思われる 50 代で均衡あるいは転入

超過に変化している。 

・このような傾向は、以下の新潟県全体の人口移動（次ページ参照）とも概ね一致している。 

－10～14 歳、15～19 歳で転出超過／55～64 歳で転入超過 

－転出の理由は「職業」「学業」が圧倒的に多く、転入の理由は「住宅（上記＊に該当）」 

・本市では、子どもを産み育てる年齢層が市外に流出し、それに伴い出生数が減少するという構

造が推察されることから、この年齢層の社会減を抑制する（戻り幅を大きくする）ことが大き

なポイントであることが分かる。 

 

■ 年齢階級別人口移動の推移（男性） 

 
 

■ 年齢階級別人口移動の推移（女性） 
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■ 年齢別県外移動の推移（平成 26 年新潟県人口移動調査結果報告より） 

 

 

 

 

 

■ 理由別県外移動の推移（平成 26 年新潟県人口移動調査結果報告より） 

 
  ※ 移動の理由の具体的内容は以下の通り。 

職 業：就業、転勤、求職、転職、開業など職業関係及び出稼ぎ、出稼ぎ先からの帰郷による移動 
住 宅：家屋の新築、公営住宅･借家への移転など住宅の都合による移動 
学 業：就学、退学、転校など学業関係による移動（単身移動に限定） 
家 族：移動の直接の原因となった者に伴って移動する家族の移動 
戸 籍：結婚、離婚、養子縁組、復縁など戸籍関係による移動 
その他：上記以外による移動及び不詳 
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○現住市区町村と 5 年前の常住市区町村の比較 

・隣接する新発田市や聖籠町、新潟地域および県外に対して流出超過となっている一方、岩船地

域と、三条地域、長岡地域、上越市といった県中部～南部の地域は概ね流入超過となっている。

・県外では、関東地方、特に東京圏への流出超過が特に多い。 

・時系列での変化を見ると、県外や新発田市への流出超過が減少している一方、新潟市と聖籠町

への流出超過、岩船地域からの流入超過が増加している。 

・新潟地域（新潟市）、岩船地域（村上市）、新発田市との間では、社会増減の多少に関わらず常

に多くの転入、転出が発生しており、胎内市とのつながりが強い様子がうかがえる。 

○20 歳代未満および 20 歳代の転入転出先の内訳 

・大きな転出超過となっている「10～14 歳⇒15～19 歳」、「15～19 歳⇒20～24 歳」の転

入転出先を詳しく見てみると、村上市、新発田市などが多くなっている。 

・岡山県倉敷市からの転入が上位にあるが、これは株式会社クラレ新潟事業所及び関連企業が市

内にあるため、異動により本市に転入したものと考えられる。 

 

■ 現住市区町村と 5 年前の常住市区町村の比較（国勢調査をもとに作成） 

 

 ※ 模式図の作成にあたっては、胎内市を含む新発田地域をのぞき広域市町村圏毎に集計作業を行っている。また、い

ずれかの時期の転入または転出が 50 人以上の地域を抽出して表示している。  
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■ 2014 の 20 歳代未満 転入転出内訳（左：転入、右：転出） 

 

 

■ 2014 の 20 歳代 転入転出内訳（左：転入、右：転出） 

 

（以上、住民基本台帳人口移動報告をもとに作成） 
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２．将来人口の推計と分析 

（１）胎内市の人口の推移 

①推計の目的と方法 

 ここでは、将来の人口を見通すための基礎作業として、以下の方法で将来人口を推計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 参考：人口推計の一般的な作業手順（コーホート要因法）（厚生労働省ＨＰより） 

 
 

＜既往資料＞ 

○パターン１（本資料 1、2 頁で提示している内容）： 

主に 2005～2010 年の人口の動向を勘案して将来の人口を推計したもの。全国の移動

率が今後一定程度縮小すると仮定している。国立社会保障・人口問題研究所が定期的に実

施しているものであり、人口推計作業において基礎資料となる。（社人研推計準拠） 

○パターン２： 

全国の総移動数が 2010～2015 年の推計値と概ね同水準でそれ以降も推移すると仮定

した推計（日本創生会議推計準拠） 

＜新規推計＞ 

○シミュレーション１： 

パターン１において、2030 年頃に合計特殊出生率が人口置換水準※まで上昇したと仮定

した場合のシミュレーション。国の策定した長期ビジョンの推計方式に準拠したもの。 

○シミュレーション２： 

パターン１において、移動が均衡する（社会増減がゼロとなる）と仮定した場合のシミュ

レーション。 

○シミュレーション３： 

パターン１において、2030 年頃に合計特殊出生率が人口置換水準※まで上昇 かつ 移動

が均衡する（社会増減がゼロとなる）と仮定した場合のシミュレーション。 

※ 人口を長期的に一定に保つために必要となる合計特殊出生率の水準。現在は約 2.1 で、 

ここでは 2020 年に 1.5、2025 年に 1.8、2030 年に 2.1 と段階的に上昇すると仮定。

：変数 

→転出入関連 

→死亡数関連 
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②推計・分析 

○将来人口の推計 

・パターン１は、2040 年に 21,148 人、2060 年には 14,636 人と 2010 年時点からそれぞ

れ約 1 万人、約 1.7 万人減少すると推計される。 

・パターン 2 は、これよりやや厳しい推計となっている。 

・シミュレーション 1 は、パターン 1 と比べて 2040 年時点で約 1,500 人、2060 年時点で

は約 3,000 人増加する推計となっている。 

・シミュレーション２は、パターン 1 と比べて 2040 年時点で約 2,000 人、2060 年時点では

約 3,000 人増加する推計となっている。 

・パターン３はさらに増加分が大きく、唯一 2060 年に人口 2 万人を維持する推計となっている。

・シミュレーション 1～３を比較すると、出生率向上（シミュレーション１）と移動均衡（シミ

ュレーション２）では後者の方が即効性が高く、両方を実現（シミュレーション３）すること

で将来的には２つを足しあわせる以上の効果が得られることが分かる。 

※ただし、シミュレーション２および３は、大きな転出超過となっている 10 代後半～20 代前半

の移動も一律に均衡すると仮定するものであり、実現には高いハードルがあることに留意する

必要がある 

 

 

■ 人口推計の結果 
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パターン１：社人研推計準拠

パターン２：日本創成会議推計準拠

シミュレーション１：パターン１＋出生率上昇

シミュレーション２：パターン１＋移動均衡

シミュレーション３：パターン１＋出生率上昇＋移動均衡
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○将来人口に対する自然増減・社会増減の影響の分析 

・本市では、将来人口に対する自然増減の影響度は３、社会増減の影響度は３となっており、出

生率の上昇と転出超過の抑制の双方にバランス良く取り組む必要があることが分かる。 

 ← 22,661 人÷21,148 人＝107.2％／ 25,000 人÷22,661 人＝110.3％ 

・都道府県別では、自然増減３、社会増減２に該当するものが最も多く、新潟県もここに含まれ

ている。本市では県内他市町村への人口流出があるため、新潟県のよりもさらに社会増減の影

響度が大きくなっていると推測される。 

○自然増減と社会増減が人口構造に与える影響の分析 

・パターン１では高齢化率が上昇を続ける一方、シミュレーション１～３では高齢化率が安定～

減少する推計となっている。 

・シミュレーション 1 と２を比較すると、高齢化率の上昇に歯止めをかける上で即効性が高いの

は後者だが、超長期的には前者の方がより高齢化率の低減に効果があることが分かる。 

 

■ 参考：自然増減および社会増減の影響度の考え方 

（「「地方人口ビジョン」および「地方版総合戦略」の策定に向けた人口動向分析・将来人口推計について」より）

＜自然増減の影響度＞ 

○【シミュレーション１の 2040 年の総人口／パターン１の 2040 年の総人口】の数値に応じて以

下の 5 段階に整理する。 

 

 

 

＜社会増減の影響度＞ 

○【シミュレーション３の 2040 年の総人口／シミュレーション１の 2040 年の総人口】の数値に

応じて以下の 5 段階に整理する。 

 

 

 

＜全国都道府県の将来人口における自然増減、社会増減の影響度＞ 

 

 －影響度１：100%未満  －影響度４：110～115％ 

 －影響度 2：100～105％  －影響度５：115％以上 

 －影響度３：105～110％ 

 －影響度１：100%未満  －影響度４：120～130％ 

 －影響度 2：100～110％  －影響度５：130％以上 

 －影響度３：110～120％ 
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＜新潟県内の将来人口における自然増減、社会増減の影響度＞ 

 

 

現状転入超過 

↓下に行く 

ほど転出大 
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に
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い 
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高齢化率の推移 

↓ シミュレーション１ ↓ ↓ パターン１ ↓ ↓ シミュレーション２ ↓ 
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（２）人口の変化が地域の将来に与える影響 
 

 前項の推計により、以下のことが明らかとなっている。 

－総人口は年 300 人程度減少を続け、2060 年には現在の半分以下に縮小する可能性がある 

－総人口が減少する一方、老年人口、特に後期高齢者（75 歳以上）はしばらく増加を続ける 

－高齢化率は 35％程度まで急激に上昇し、その後も増加を続ける可能性があり、今後の取組 

 によっては、高齢者を支える現役世代の負担が極めて大きくなることが懸念される 

 この結果予想される地域への影響を以下に整理する。 

 

①総人口の減少が与える影響 

○各種サービスの縮小 

・人口減少にともなって利用者、消費者が減少するため、過去の人口規模に合わせてできたサー

ビスや施設を維持できなくなる恐れがある。 

・下図を見ると、人口 2～5 万人の自治体と人口 1～2 万人の自治体ではサービス施設の立地状

況が異なっており、生活利便性や地域の雇用が悪化することが予想される。 

・仮にスーパー等が撤退することになった場合には、住民の多くが遠くまで買い物に出かけなけ

ればならなくなるため、特に高齢者が買い物難民になることが懸念される。 

 

○土地や建物の余剰の発生 

・人口の減少にともなって空き家や空き地が発生することが予想される。 

・これにより住環境が悪化し、更なる人口の減少を招くといった悪循環が懸念される。 

 

■ 自治体の人口規模とサービス施設の立地状況の関係 

（「サービス施設が立地する確率が 50%及び 80%となる自治体の人口規模」（国土交通省作成）） 

 

  

※定住人口 1 人あたり年間消費額は 124 万円、300 人の減少で年間消費額は 4 億円弱の

減少になると推計される（2010 年国勢調査および 2013 年年間家計調査より） 
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②人口構成の変化が与える影響 

○医療、福祉ニーズの増加 

・2030 年までに後期高齢者の人口が 2010 年の 1.2 倍超まで増加すると推計されており、医

療、福祉のニーズが増加することが予想される。 

・これにより医療、福祉分野の雇用が生まれるという効果は期待できる一方、市全体では保険料

等の負担増が懸念される。 

 

○生産年齢人口の減少と財政状況の悪化 

・生産年齢人口が大きく減少することで、高齢化が進む農業をはじめとした働き手の不足、住民

税等の税収の減少といった問題が発生することが予想される。 

・また、働き手や税収が減少することで、道路や公共施設の維持管理、農地や森林等の管理が大

きな負担となり、施設の更新ができないケースあるいは放棄されるケースが増加することが懸

念される。 

・また、支援を必要とする層が増加する一方、これを支える層が減少するため、若い世代の負担

感は一層大きなものとなることが懸念される。 

 

  

※胎内市の平成 25 年度の要支援・要介護認定者は 1,689 人（老年人口 9,176 人）、介護

サービスおよび介護予防サービスの給付費の合計は 25.5 億円となっている。 
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３．将来人口の展望 

（１）検討にあたって 
 人口の将来展望は、現状を踏まえた推計であるとともに、目指すべき将来の方向を指し示すも

のであることが求められる。 

 ここでは、詳細な検討に先立っておおよそのイメージ（人口規模）をつかむための２つの考え

方を提示する。 

 

①人口総数を基準に考える 

・生活関連サービス等が人口規模 2 万人未満では成り立ちづらくなる（2(2)参照）ことを踏まえ

て、「将来にわたって 2 万人を維持する」ことを目標とすることが考えられる。 

⇒【参考】シミュレーション３：2060 年の人口 21,540 人 

 

②人口構成を基準に考える 

・若い世代（特に転出が著しい「10～14 歳⇒15～19 歳」「15～19 歳⇒20～24 歳」）の転

入や定着を促進したいが、彼らが将来に希望を見いだせるような展望を示さないと流出超過が

悪化する恐れがある。 

・そこで、若い世代の負担増を意味する「高齢化率の上昇が一定程度で頭打ちになる」ことを目

標とすることが考えられる。 

⇒【参考】シミュレーション１、２：高齢化率が 30％台後半で頭打ち／減少に転じる 

 

 

（２）将来人口のイメージ 
 今後は、基本的な施策の方向性やその実現可能性等を検討しながら、最終的に数値を確定して

いくことになるが、自然増減と社会増減の両方を極めて高い水準まで改善するシミュレーショ

ン３の実現は大きな困難が予想される。 

 仮に①、②の中間値（シミュレーション１～３の中間値）を将来人口として想定しながら検討

を進めていくことを提案する。 

 
 

 

 

  

自
然
増
減
改
善 

（
出
生
率
改
善
）

社会増減改善 

（転出抑制・転入促進）

シミュレーション３ 

シミュレーション２ 

シミュレーション１ 

将来人口として設定

を想定する範囲 
①

②

 今後は… 

・施策を検討しながら年代毎の振る舞いを想定し、出生率・純移動率を設定する 

・設定した出生率・移動率を用いて推計を行い将来人口の展望を確定する 
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《参考》次回以降の検討に向けた論点の整理 

 国の総合戦略の４つの柱毎に、関連する内容について胎内市の概況を整理する。

（１）地方における安定した雇用を創出する 
 胎内市を常住地とする就業者の 2/3 が市内で就業しており、残りの 1/3 は新発田市や村上市、

新潟市といった近隣の市町村に通勤している。

 平成 24 年度の胎内市の総生産は 1,209 億円、市町村民所得は 785 億円でともに前年度より増

加している。

 総生産の大部分を占めるのが製造業（33.3%）、サービス業（15.0%）、不動産業（10.5%）で、

本市とつながりの強い他の市町村と比べると製造業、鉱業、農業の比率が高いのが特徴である。 

 １人当たり市民所得は 2.5 百万円で新潟県平均の 94％、新潟市、聖籠町より低く、新発田市、

村上市、関川村より高くなっている。

■ 従業地・通学地による人口（平成 22 年国勢調査）

■ 市町村内総生産構成比（平成 24 年度 市町村民経済計算（新潟県））
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5.5 

7.8 

8.0 

3.2 

8.6 

7.7 

電気・ガス

・水道業

2.0 

1.9 

2.2 

2.7 

24.1 

3.7 

2.8 

卸売・

小売業

5.6 

15.9 

10.9 

8.6 

5.6 

6.0 

12.0 

金融・

保険業

1.2 

3.8 

2.7 

2.6 

0.7 

1.0 

3.0 

不動産業

10.5 

15.1 

14.6 

14.2 

5.0 

13.4 

14.0 

運輸業

2.6 

5.0 

3.5 

2.1 

15.5 

2.2 

4.2 

情報・

通信業

1.7 

4.8 

1.8 

1.8 

0.4 

1.7 

3.0 

サービス業

15.0 

20.7 

19.4 

18.7 

3.9 

16.5 

18.2 

政府サービス

生産者

7.3 

11.3 

12.9 

13.3 

6.2 

14.8 

10.9 

対家計民間非営利

サービス生産者

1.9 

2.5 

1.9 

1.7 

0.6 

2.9 

2.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

胎内市

新潟市

新発田市

村上市

聖籠町

関川村

新潟県

 聖籠町 

新潟市 

村上市

胎内市 
市内 9,818 人 関川村

新発田市

1,804 人 1,306 人 

148 人 

287 人 

163 人 

509 人 

2,142 人 1,759 人 

1,048 人 

422 人 

※ 左図は流出／流入が 100 人未満の従業地・通学地または

常住地を省略して作成 

15歳以上
就業者

15歳以上
通学者

15歳以上
就業者

15歳以上
通学者

 15,184  1,350  14,440  733

 9,818  384 同左 同左
 2,400 - 同左 同左

自宅外  7,418  384 同左 同左
 5,363  965  4,542  338

　新潟県内  5,224  946  4,511  338
新発田市  2,142  357  1,759  20
村上市  1,306  269  1,804  280
新潟市  1,048  307  422  5
聖籠町  509 -  163  1
関川村  148 -  287  31
その他の市町村  71  13  76  1

　県外  62  9  31 -
山形県  26 -  12 -
東京都  17 1 5 -
その他  19  8  14 -

From 胎内市 To 胎内市

　就業者・通学者合計

　市内合計
自宅

　市外合計
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（２）地方への新しいひとの流れをつくる 
 ＵＪＩターンを希望・検討する人のきっかけは、「定年退職・早期退職（27.7%）」が最も多い

が、「特にきっかけはない（24.2%）」も次いで多くなっている。 

 移住を検討する上での不安点・懸念点は、「働き口が見つからない（41.6%）」「日常生活の利

便性（36.7%）」「公共交通の利便性（35.9%）」などが多くなっている。 

 一方、現在の生活環境に対する胎内市居住者の評価は、「緑や水辺など自然環境が多い」「安全

で安心して暮らせる」が高く、「余暇を楽しむ場がない」「まちに活気がない」などが低い。 

 特に 20 代では、さらに「買い物など日常生活に不便」「通勤・通学に不便」「健康づくりや子

育て環境が良くない」などの項目がマイナス評価となっている。 

 

■ 東京都以外の地域へ移住を希望・検討する人の意識（東京在住者の今後の移住に関する意向調査） 

   

   
 

■ 胎内市の住みよい・住みにくいと思われる点（胎内市定住意識調査（平成 25 年 1 月 胎内市）） 

左：全回答者（n=461） 右：20～29 歳（n=63） 

上：移住を検討したきっ

かけ 

下：移住を検討する上で

の不安点・懸念点 
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（３）若い世代が結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
 平成 26 年版 少子化社会対策白書では、近年の出生数の減少の要因として以下をあげている。 

 －総人口の減少と人口構造の変化／未婚化・非婚化の進行（母数の減少） 

 －晩婚化・晩産化の進行（物理的な要因） 

 －女性の就労継続困難／男性の長時間労働（社会的な要因） 

 －若い世代の所得の伸び悩み／就労形態等による家族形成状況の差（共通する背景） 

 ※括弧内の整理は事務局による 

 地方別に見てみると、「中部・北陸」地方の出生動向は以下のような特徴がある。 

 －独身者は、「結婚の意思あり」の割合が低く、「平均希望子ども数」も少ない 

 －夫婦では、「平均理想子ども数」「平均予定子ども数」「完結出生児数」は平均程度 

 －「平均予定子ども数」は人口置換水準と同程度となっている 

 

 

■ 地域ブロック別及び大規模都道府県における結婚の意向、希望・予定・理想子ども数等 

（第 14 回 出生動向基本調査の夫婦調査（2012 年 国立社会保障・人口問題研究所）） 

 
  

結婚意思あり
（男性）

結婚意思あり
（女性）

平均希望子ど
も数（男性）

平均希望子ど
も数（女性）

平均理想
子ども数

平均予定
子ども数

完結出生児
数

全国 86.3% 89.4% 2.04 2.12 2.42 2.07 1.96

北海道 85.2% 84.1% 2.03 2.07 2.33 1.97 1.81

東北 84.4% 89.8% 2.11 2.21 2.53 2.19 2.11

関東 85.6% 90.2% 2.02 2.07 2.33 1.97 1.84

中部・北陸 85.2% 88.8% 2.01 2.09 2.43 2.07 1.97

近畿 87.1% 89.0% 2.02 2.08 2.35 2.02 1.86

中国・四国 87.4% 92.0% 2.10 2.20 2.49 2.18 2.14

九州・沖縄 89.3% 87.9% 2.11 2.26 2.65 2.33 2.16

出生動向基本調査（独身者調査） 出生動向基本調査（夫婦調査）
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（４）時代に合った地域づくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する 
 胎内市は、中条、乙、築地、黒川という性格の異なる４つの地域で構成されており、おおむね

各地域の中心部に学校や保育施設、郵便局、診療所といった身近な公共施設が立地している。 

 市役所や病院、図書館といった全市的な施設は中条地区（と旧黒川村分は黒川地区）に集中し

ており、これらの施設を利用する際の足として「デマンドタクシーのれんす号」が運行されて

いる（以上、次ページ参照）。 

 広域的には新発田市とのつながりが特に強く、通勤の 14.1%、通学の 36.4%、通院の 22.2%（村

上市へ 29.2％）、買い物（買回品）の 45.9％が新発田市に依存する状況となっているほか、消

防・救急やごみ処理、し尿処理、火葬場等は既に広域行政で一体的に処理を行っている。 

 

 

 

 

■ 胎内市を含む広域圏の形成状況（広域都市計画マスタープラン策定基本方針 資料編（新潟県）） 

 

※下越清掃センター組合は解散。し尿処理は、胎内市清掃センターで実施。（H25.4.1～） 

 

通勤 通院 買物（買回品） 医療圏（救急病院） 消防・救急 ごみ処理 し尿処理 火葬場

粟島浦村 － 村上 新潟
※２ 下越（新発田） 村上市へ委託 粟島浦村 粟島浦村 粟島浦村

村上市
下越清掃センター組合

関川村 村上 村上 新潟
※２ 下越（新発田） 村上市へ委託 村上市へ委託 下越清掃センター組合 村上市へ委託

胎内市 新潟 村上 新潟
※２ 下越（新発田） 新発田広域事務組合 新発田広域事務組合 下越清掃センター組合 新発田広域事務組合

下越清掃センター組合

新発田広域事務組合

聖籠町 新潟 新潟
※１

新潟
※２ 下越（新発田） 新発田広域事務組合 豊栄郷清掃施設組合 新発田広域事務組合 新発田広域事務組合

豊栄郷清掃施設組合 新潟市 新潟市

新潟市 阿賀北広域組合 阿賀北広域組合

阿賀野市 阿賀北広域組合
五泉地域衛生施設組合 五泉地域衛生施設組合

五泉市 新潟 新潟
※１

新潟
※２ 新潟（新大・市民） 五泉市 五泉地域衛生施設組合 五泉地域衛生施設組合 五泉市

阿賀町 新潟 新潟
※１

新潟
※２ 新潟（新大・市民） 阿賀町 五泉地域衛生施設組合 阿賀町 阿賀町

※１　他に、燕市、弥彦村を含む

※２　他に、燕市、三条市、加茂市、田上町、弥彦村を含む

広域市
町村圏

市町村
社会動態による圏域パターン 医療計画・災害対応 衛生・廃棄物処理等（広域行政・一部事務組合）

下越（新発田） 村上市 村上市 村上市

新
発
田

新発田市 新潟 新潟
※１

新潟
※２ 下越（新発田）

岩
船

村上市 村上 村上 新潟
※２

新潟 新潟
※１

新潟
※２ 新潟（新大・市民） 新潟市

阿賀北広域組合

五
泉

阿賀野市 新潟 新潟
※１

新潟
※２ 新潟（新大・市民） 阿賀野市

新発田広域事務組合 新発田広域事務組合 新発田広域事務組合

新
潟

新潟市
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■ 市内の公共施設等の分布状況（胎内市生活情報マップ） 

 


